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背景  
平成２４年度に閣議決定された新がん対策推進基本計
画（平成２５年度から５年間）では、働く世代のがん対策
が重点目標とされ、医療機関等における就労相談体制
の強化が掲げられている。  
 
厚生労働省は、平成２５年度からがん患者等の治療と
仕事の両立のために全国のがん診療連携拠点病院４
００か所に社労士を配置することした。  
 
現状、ほとんどの社労士はがん患者への支援経験が
ないものの、医療機関からの要請や社会的ニーズに応
える必要性が生じている。  





社会保険労務士として、私ががん患者や
家族、医療関係者を対象にがん診療連携
拠点病院等と連携して行ってきた、医療セ
ミナー・講演及び相談業務等の成果を通じ、
就労支援という取り組みには一業種の専
門性だけではなく、幅広い知識と経験が必
要であり、相談者等の状況や実態に応じ
た様々な問題を解決していかなければな
らないことが分かった。ここではその実態
を紹介する。 
 



       【活動・考察】 
・「がん政策サミット２０１５」日本医療政策機構 

・「がん患者就労支援 意見交換会」当会 

・「とよなかがんサロン」市立豊中病院 

・「がんと仕事の教室」 近畿大学医学部附属病院 

・ ベルランド総合病院 

・ 八尾市立病院 

・ 大阪警察病院 

 

・ FFJCP「就労問題を考える分科会」 

・ 奈良県庁・奈良県社会保険労務士会 

・ 大阪府社会保険労務士会 

   その他 



 ≪主な相談内容≫ 

・ 社会保障制度 
  （障害年金受給手続き、傷病手当金等） 
 
・ 就業規則について 
  （有休、病気休暇等） 
 
・ 経済問題（賃金、生活保障（闘病中・死亡後）） 



 ≪相談内容の変化≫ 
・ 社会保障制度 
  （障害・遺族年金受給          税金・後見人等 
   手続き、傷病手当金等） 
 
・ 就業規則について            解雇 
  （有休、病気休暇 
   復職等） 
 
・ 経済問題（賃金、 
  生活保障（闘病中・死亡後））       生命保険 
                           相続等 



事例 
• 50歳台  女性  胃ガン（ステージⅣ） 

 抗がん剤治療中 

• 家族（夫、息子） 

  国民年金・国民健康保険加入中（夫婦共） 

   <相談内容> 

・ 治療費が高く、夫に経済的な負担をかけて 

  いる。万一の際、夫や家族に遺族年金等残 

  せるものはあるか否か 

 

  

 



      遺族年金について 
 
• 遺族厚生年金=厚生年金保険に未加入のためも
らえない 

 
• 遺族基礎年金＝(1)子のある配偶者 (2)子 

 
 18歳到達年度の末日(3月31日)を経過し 
 ていない子  
 20歳未満で障害年金の障害等級1級また 
 は2級の子  
 
 死亡一時金は受給可能 
 
 



死亡一時金 

• 国民年金の第1号被保険者として保険料を納めた
月数が36月以上ある方が、老齢基礎年金・障害基
礎年金を受けることなく亡くなったときは、その方と
生計を同じくしていた遺族 

 （1配偶者 2子 3父母 4孫 5祖父母 

 6兄弟姉妹の中で優先順位が高い方）が受 

 けることができます。 

※ 今まですべて私は家の財産管理をしていた。    

  残された家族に対し、相続・税金についても 

  どうすればいいか？ 

  税理士等に相談が必要である 

 

 



    どうするBOKS 

がん、慢性疾患、難病の患者さんとそのご家
族を支援する多職種連携団体「どうする
BOKS」を、今年1月に設立しました。 
 
 
団体のメンバーは、弁護士、公認会計士・税
理士、特定社会保険労務士、司法書士、ファ
イナンシャル・プランナー、会社経営者で構成
されています。 
 
 
患者さんとご家族から生活や経済的な困りご
との相談にのり、総合的なサポートを行ってい
く社会貢献を目的とした患者支援団体です。 



まとめ 

• 少子高齢化が進んでいく中で、がん患者や家族の
問題も複雑化してきており、相続、遺言、成年後見
人等の社会保障制度の活用や経済面での相談対
応も求められる。 

 

• 就労支援の取組みについては、以前は医療機関の
中には、院外の士業等の専門家との連携に不安や
戸惑いの声もあったが、前述した取り組みを推し進
めることで、医療関係者や病院スタッフと連携を深
め、専門性の高い諸問題についてどのように向き
合っていくか、今後のがん患者や家族の就労サ
ポートについて考えていくことが重要である。 

 



ご清聴ありがとうございました 


